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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで



株主の皆様には、平素から格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第101期の事業の概況について、ご報告

申し上げます。

当期の我が国経済は、政府による経済・金融政策を背景に株高・円安が持続し、企業収益

や雇用環境に改善が見られましたが、消費増税後の個人消費の弱さが依然として続くな

ど、全体的には緩やかな回復基調で推移しました。

建設業界におきましては、公共工事は底堅く推移し、民間設備投資も持ち直しの傾向と

なりましたが、労務費の上昇が収益に悪影響を及ぼすなど、引き続き厳しい経営環境となり

ました。

このような景況下、当社グループは総合力を発揮して営業活動を積極果敢に展開する一

方、原価の低減、生産性の向上、業務の効率化に努めました結果、当期における当社グルー

プの連結業績につきましては、完成工事高は前期比9.0％減の4,679億7千2百万円となり

ました。利益につきましては、経常利益は319億9千6百万円(前期比13.6％増)、当期純利

益は205億5千2百万円(前期比25.4％増)となりました。

当社個別の業績につきましては、完成工事高は4,033億6千3百万円(前期比10.0％減)、

経常利益は259億4千5百万円(前期比10.9％増)、当期純利益は160億8千3百万円(前期

比22.3％増)となりました。

また、期末配当金につきましては、１株につき７円の普通配当に業績等を考慮した特別配

当６円を加え１３円とさせていただき、これにより中間配当金７円と合わせて、年間の配当金

は１株につき２０円とさせていただきました。

今後の景気につきましては、雇用・所得環境の改善によって個人消費が上向き、企業の生

産や設備投資が拡大することが期待されますが、本格的な回復は不透明な状況です。

建設業界におきましては、首都圏での大規模再開発等が期待されるものの、技能労働者

の不足による建築工程の遅延、労務費の上昇など業績の下振れが懸念されます。

このような状況のなかで、当社グループは電力インフラ事業への貢献や地域に密着した

事業活動を継続する一方、首都圏における事業展開の更なる強化や長期的視野に立った海

外事業の展開により、お客様のニーズに的確にお応えするとともに、高い技術と技能で安

全と安心と快適をお届けします。加えて、業務の質の更なる向上、生産性向上への更なる行

動に取り組み、どのような外部環境の変化にも対応できるよう事業基盤の整備強化を推し

進めてまいります。

なお、当社は電力会社が発注する送電工事に係る独占禁止法違反により、国土交通省から

建設業法に基づく営業停止処分を受けました。当社は、この処分を厳粛に受け止め、再発防

止に向けたコンプライアンスの強化を図り、信頼の回復に全社を挙げて努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも深いご理解をいただき、ご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

　平成27年6月

前田 幸一取締役社長

ごあいさつ
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（平成27年３月31日現在） （平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

当 期 首 残 高

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

２６，４１１

２６，４１１

－

２６，４１１

２９，６５７

２９，６５７

０

０

２９，６５７

２６３，０２０

△１，４４７

２６１，５７３

△４，１２５

２０，５５２

１６，４２６

２７７，９９９

△８０２

△８０２

△１７７

０

△１７６

△９７８

３１８，２８７

△１，４４７

３１６，８３９

△４，１２５

２０，５５２

△１７７

０

１６，２５０

３３３，０８９

２７，６０２

２７，６０２

１３，８８９

１３，８８９

４１，４９２

△３４７

△３４７

１，０６７

１，０６７

７１９

２１，６３３

２１，６３３

２１，０１０

２１，０１０

４２，６４３

１，４４４

１，４４４

４８１

４８１

１，９２５

３４１，３６４

△１，４４７

３３９，９１６

△４，１２５

２０，５５２

△１７７

０

２１，４９２

３，７４２

３７７，６５９

３０２，８４４

４０，０３３

１８０，７１６

５７，０００

１１，９７３

２，１３８

４，３５９

５，０００

５，３４５

△ ３，７２３

２３９，４０２

１００，６７２

２７，５７８

１３，８６０

１，０４４

５７，９５６

２３３

１，９１２

１３６，８１６

１１９，９２０

４，５８５

４，２０５

１１，８７９

△ ３，７７３

５４２，２４６

５４２，２４６資  産  の  部

固定資産

　有形固定資産

資　産　合　計

４６７，９７２
３９６，５９４
７１，３７８
４２，０５３
２９，３２５

１，７９４
３３６
１０
７３３
５６７ 　３，４４２

２９３
８６
７０
３２１　　 ７７１

３１，９９６

２８６
88
２１　　 ３９６

６
１３０
２８
９
７　　 １８１
３２，２１１

１０，０６２
１，３０５  １１，３６７

２０，８４４
２９２

２０，５５２

２８，８０５
△ ６，７１８
△ ３，９５７
１，０８４
１９，２１４
７４，３４３
９３，５５８

その他の包括利益累計額

連結財務諸表（単位：百万円）

［連結貸借対照表］ ［連結損益計算書］
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
［連結株主資本等変動計算書］

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
［連結キャッシュ・フロー計算書］

流動資産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

繰延税金資産

預 け 金

そ の 他

　貸倒引当金

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

投資有価証券

退職給付に係る資産

繰延税金資産

そ の 他

　貸倒引当金

完成工事高
完成工事原価
完成工事総利益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営業外収益
受取利息及び配当金
不動産賃貸料
持分法による投資利益
為 替 差 益
そ の 他

営業外費用
支 払 利 息
貸倒引当金繰入額
特 別 弔 慰 金
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
固定資産売却益
投資有価証券売却益
会員権売却益

特 別 損 失
固定資産売却損
固定資産除却損
減 損 損 失
会員権売却損
会員権評価損
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主損益調整前当期純利益
少数株主利益
当 期 純 利 益

　無形固定資産

　投資その他の資産

負  債  の  部

負債純資産合計

流動負債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

未払法人税等

未成工事受入金

工事損失引当金

完成工事補償引当金

役員賞与引当金

そ の 他

固定負債

繰延税金負債

役員退職慰労引当金

退職給付に係る負債

そ の 他

純 資 産 の 部

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

少数株主持分

科　目 金　額
資

本

金

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

自

己

株

式

株
主
資
本
合
計

少
数
株
主
持
分

純

資

産

合

計

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

為

替

換

算

調

整

勘

定

そ
の
他
の
包
括

利
益
累
計
額
合
計

△５，６２１

△５，６２１

６，０５４

６，０５４

４３２

退
職
給
付
に
係
る

調
整
累
計
額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ

１３０，７９０

７１，１２３

１７，２８９

８，２４１

１０，４９３

１，００６

６１０

１７５

２１，８５０

３３，７９６

１７，８１８

２３１

１５，４９８

２４８

３７７，６５９

３３３，０８９

２６，４１１

２９，６５７

２７７，９９９

△ ９７８

４２，６４３

４１，４９２

７１９

４３２

１，９２５

１６４，５８７

５４２，２４６

科　目 金　額 科　目 金　額 株　主　資　本

科　目 金　額
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流動資産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
繰延税金資産
預 け 金
そ の 他
　貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土 地

無形固定資産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソフトウェア

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
そ の 他
　貸倒引当金

流動負債
支 払 手 形
工 事 未 払 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
完成工事補償引当金
役員賞与引当金
そ の 他

固定負債
繰延税金負債
退職給付引当金
そ の 他

純 資 産 の 部
株主資本
　資　本　金
　資本剰余金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

　利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
　固定資産圧縮積立金
　別途積立金
　繰越利益剰余金

　自 己 株 式
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金

完 成 工 事 高

完成工事原価

完成工事総利益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸倒引当金繰入額

特 別 弔 慰 金

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

会 員 権 売 却 益

特 別 損 失

固定資産売却損

固定資産除却損

減 損 損 失

会 員 権 売 却 損

会 員 権 評 価 損

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当 期 純 利 益

２，７４３

７２６

５６６

２５６

６２

７０

１６５

２７５

８８

２１

６

９１

２８

５

６

８，５４３

１，５６５

４０３，３６３

３４４，７２６

５８，６３７

３６，１７２

２２，４６４

４，０３５

５５４

２５，９４５

　

３８５

１３８

２６，１９２

１０，１０８

１６，０８３

１１１，１０９
２，５７８
５７，０６２
１５，５１０
７，１６１
８，７６５
７，５６１
７，７５７
７５８
２６９
７７

３，６０６
２８，２６０
１４，２８８
１３，１３６
８３５

３５０，５６９
３１０，０４５
２６，４１１
２９，６５７
２９，６５７

0
２５４，９５５
６，６０２

２４８，３５２
３２６

２３０，４００
１７，６２５
△ ９７８
４０，５２４
４０，５２４

２５２，１０５
１５，５４７
１３，６４０
１４４，１５０
５７，０００
１０，３９７
１，８２６
３，９６３
５，０００
４，２５２

△ ３，６７４
２３７，８３４
８４，１９２
２５，７５７
２，２３７
７８４

５５，４１３
１，５０８
１１７
１４９

１，２４１
１５２，１３３
１１３，７７３
４，９２７
２４，９１１

４
８９

２，８２９
９，２７７

△ ３，６８０

当 期 首 残 高

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

別 途 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

　株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

２６，４１１

２６，４１１

－

２６，４１１

２９，６５７

２９，６５７

－

２９，６５７

－

－

０

０

０

２９，６５７

２９，６５７

０

０

２９，６５７

６，６０２

６，６０２

－

６，６０２

３２６

３２６

－

３２６

２２２，４００

２２２，４００

８，０００

８，０００

２３０，４００

２４４，４４４

△１，４４７

２４２，９９７

△４，１２５

－

１６，０８３

１１，９５８

２５４，９５５

１５，１１４

△１，４４７

１３，６６７

△４，１２５

△８，０００

１６，０８３

３，９５８

１７，６２５

△８０２

△８０２

△１７７

０

△１７６

△９７８

２９９，７１０

△１，４４７

２９８，２６３

△４，１２５

－

１６，０８３

△１７７

０

１１，７８２

３１０，０４５

２７，１４０

２７，１４０

１３，３８３

１３，３８３

４０，５２４

２７，１４０

２７，１４０

１３，３８３

１３，３８３

４０，５２４

３２６，８５１

△１，４４７

３２５，４０３

△４，１２５

－

１６，０８３

△１７７

０

１３，３８３

２５，１６５

３５０，５６９

資 産 の 部 ４８９，９３９

資 産 合 計 ４８９，９３９ 負債純資産合計

負 債 の 部

科　目 金　額 科　目 金　額
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
［株主資本等変動計算書］

資

本

金

自

己

株

式

株
主
資
本
合
計

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

評
価
・
換
算

差
額
等
合
計

純
資
産
合
計

資
本
準
備
金

そ

の

他

資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金

合

計

利
益
剰
余
金

合

計

固
定
資
産

圧
縮
積
立
金

別

途

積
立
金

繰
越
利
益

剰
余
金

利
益
準
備
金

株　主　資　本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

科　目 金　額
１３９，３７０

４８９，９３９

8

（平成27年３月31日現在）

個別財務諸表（単位：百万円）

［貸借対照表］
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
［損益計算書］
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98期 99期 100期 101期
（当期）

268
226

264

309

248
214 225235

［環境関連工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

［電力その他工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高
400

200

300

100

0

600

500

300

400

200

100

0
98期 99期 100期 101期

（当期）

398

150

269

500

376387

98期 99期 100期 101期
（当期）

470
529

575

458

595582
530558

［情報通信工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高
700

500

600

400

300

200

100

0

105 111

［工事種別完成工事高構成比］

一般電気工事
57.0％

環境関連工事
6.7％

電力その他工事
9.3％

情報通信工事
11.7％

配電工事
15.3％

613

98期 99期 100期 101期
（当期）

98期 99期 100期 101期
（当期）

616

事業の概況

［配電工事］

［一般電気工事］

755

580

761

659

575

628

800

700

750

650

600

550

500

0

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

2,500

3,000

2,000

1,500

1,000

500

0

109

2,372 2,301
2,492

2,6862,7632,703
2,4382,371

［工事種別事業の概況］ （単位：百万円）

工事種別

配 　 電 　 工 　 事

一　般　電　気　工　事

情　報　通　信　工　事

環　境　関　連　工　事

電 力 そ の 他 工 事

合　　　　　　　　　計

前 期
繰 越 工 事 高

当 期
受 注 工 事 高 合 計 当 期

完 成 工 事 高
次 期
繰 越 工 事 高

7,346

197,060

13,685

24,722

28,367

271,183

61,352

249,299

45,862

26,419

38,797

421,731

68,698

446,360

59,548

51,141

67,165

692,914

61,678

230,119

47,030

26,846

37,689

403,363

7,020

216,240

12,517

24,295

29,476

289,551

（注）工事種別について、当期より、これまで「環境関連工事」に含めていた「内装工事」を「一般電気工事」に含めることとしました。前期については、組替えを行っています。

（注）当期より、これまで「環境関連工事」に含めていた「内装工事」を「一般電気工事」に含めることとしました。前期までについても、組替えを行った数値を記載しています。



（注）※は代表取締役であります。

取 締 役 会 長

取 締 役 副 会 長

取 締 役 社 長

取 締 役 副 社 長

取 締 役 副 社 長

取 締 役 副 社 長

取締役 専務執行役員

取締役 専務執行役員

取締役 常務執行役員

取締役 常務執行役員

取締役 常務執行役員

取 締 役

常任監査役（常勤）

常任監査役（常勤）

監　査　役（常勤）

監 査 役

監 査 役

※

※

※

※

※

※

［役員］

齊　藤　紀　彦

藤　田　訓　彦

前　田　幸　一

川　口　充　功

川　越　英　二

浦　島　澄　男

前　田　榮　孝

石　田　貢　滋

大　西　良　雄

小　林　賢　治　

松　尾　志　郎

吉　田　治　典

宮　地　雄　一

稲　田　　　豊

佐　竹　育　造

豊　松　秀　己

岩　根　茂　樹

会社の概要 （平成２7年３月３１日現在）
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株式会社  き　ん　で　ん

KINDEN  CORPORATION

昭和19年8月26日

264億1,148万7,018円

2億1,814万1,080株
（うち自己株式数 114万4,208株）

大阪市北区本庄東2丁目3番41号

東京都千代田区九段南2丁目1番21号

中  央   京  都   神  戸   姫  路
奈  良   和歌山   滋  賀

大  阪   東  京   中  部   中  国
九  州   北海道   東  北   四  国
横  浜

  1.   電気工事
  2.   土木工事
  3.   管工事
  4.   電気通信工事
  5.   建築工事
  6.   鋼構造物工事
  7.   造園工事
  8.   水道施設工事
  9.   舗装工事
10.   塗装工事
11.   内装仕上工事
12.   機械器具設置工事
13.   消防施設工事
14.   とび・土工・コンクリート工事
15.   前各号の工事に関連する調査、企画、設計および監理
16.   次の物品の加工、修理、販売、設置および賃貸
    ｱ）　前各号の工事に関連する電気機械器具、機械装置
    ｲ）　建築用資材、建設用工具
    ｳ）　発電用・送電用の制御機器、照明器具および配線
　　    付属品
    ｴ）　空気調和設備機器、衛生用機器、空気圧縮機等の
　　    建設機械および熱供給装置
    ｵ）　電気通信機器、コンピューターおよび周辺機器、事
　　    務用機器、厨房設備機器・収納庫等の住宅設備機器
    ｶ）　家庭用電化製品
17.   電気の供給に関する事業
18.   熱の供給に関する事業

19.   電気および熱の供給に関するエンジニアリング、
　　コンサルティングおよび技術・ノウハウの販売
20.   工業所有権、著作権、ノウハウその他の無体財産権、
　　コンピューターを利用した各種ソフトウェアの企画、
　　開発、取得、実施許諾および販売、賃貸
21.   コンピューターによる情報処理および情報提供に
　　関する事業
22.   測量全般にわたる測量業務
23.   建物内外の保守管理業務
24.   産業廃棄物の収集運搬に関する事業
25.   電気通信回線の提供
26.   労働者派遣法に基づく労働者派遣事業
27.   前各号に付帯または関連する一切の事業
 当会社は、各号の事業ならびに会社経営に関連する事
 業に対して投資しまたは会社設立の発起人となること
 ができる。

102か所

京都研究所（京都府木津川市）

きんでん学園（兵庫県西宮市）
人材開発センター（千葉県印西市）

国土交通大臣許可　　　  第114号

6,895名

特-23
特-26

［会社概要］ ［会社の目的］（定款第2条）

主 な 事 業 所

商 号

英 文 名

設 立 年 月 日

資 本 金

発行済株式総数

本 店

東 京 本 社

支 店

支 社

営 業 所

研 究 所

研 修 施 設

建設業者許可

従 業 員 数



送配電工事コースの昇柱訓練

ティラワ工業団地インフラ整備工事で活躍する当社車両

「サクラ-インセイン　テクニカルコース」開講式
（日本・ミャンマー外交関係樹立６０周年記念イベント）

一般電気工事コースの配管・配線実習

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号（〒５４１-８５０２）
電　話　０１２０-０９４-７７７（通話料無料）

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

公 告 方 法

http://www.tr.mufg.jp/daikou/同インターネットホームページ

1,000株

毎年3月31日

毎年6月

毎年3月31日
毎年3月31日
毎年9月30日

単 元 株 式 数

決 算 期 日

定 時 株 主 総 会

基 準 日
定時株主総会
期末配当金
中間配当金

１．各種お手続きに関するお問合せ先
　株主様の住所変更、名義変更その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座
管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せく
ださい。
２．単元未満株式をお持ちの株主様へ
　単元未満株式とは、単元株に満たない株式のことで、株式市場では売買できない単位の株式をいいま
す。単元未満株式の買取・買増請求のお手続きにつきましては、単元未満株式が一般口座に記録されて
いる場合は口座を開設されている証券会社等に、特別口座に記録されている場合は、特別口座管理機関
(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。
特別口座に記録されている単元未満株式にかかる買取手数料・買増手数料は無料ですので、是非ご活用
ください。

３．特別口座をご利用の株主様へ  (特別口座から一般口座への振替のお手続き)
　特別口座に記録されている株式は特別口座のままでは売却できません(単元未満株式は除きます。)。
特別口座に記録されている株式を株式市場で売却するためには、証券会社等に一般口座を開設し、三菱
UFJ信託銀行の特別口座から株式を振替える必要があります。
　特別口座に記録されている株式に関する各種お手続きにつきましては、上記の特別口座管理機関(三菱
UFJ信託銀行)にお問合せください。

株式に関するお知らせ

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載しておこないます。
（公告掲載URL）http://www.kinden.co.jp/

トピックス

ミャンマーにおいて社会貢献と事業基盤づくり

＜ミャンマーで電気工事技術者の育成を支援＞
　ミャンマーでは、2011年に誕生した新政権によっ
て民主化の推進が図られ、今後の有望市場として世
界中から大きな注目を集めています。しかし一方で、
国の発展に欠かせない技術者が不足するなど課題も
抱えています。
　そこで、当社は住友商事や同国の公的機関と共同
で2014年７月、電気工事技術者を育成する職業訓練
教室「サクラ-インセイン　テクニカルコース」をヤン
ゴンに開講しました。「送配電工事コース」と「一般電
気工事コース」の２つの講座を設け、日本国内の教育
施設「きんでん学園」で研修を受けたミャンマー人指
導員のもと、約８ヶ月間にわたり技術・技能の習得に
励みます。第一期生として既に38人が卒業し、現在、
第二期生が受講中です。
　当社は、今回の取り組みを通じて、日本・ミャンマー両国の絆の強化と同国の産業界の発
展に貢献していきたいと考えています。

＜ティラワ経済特別区で開発プロジェクトに参加＞
　ミャンマー政府は各地に経済特別区を設け海外企業の工場誘致を促進しており、ティラ
ワ経済特別区もそのひとつです。
　この特別区はヤンゴン中心から約２０kmに位置し、約２４００haに及ぶその敷地は東京
ドーム500個を超える広大なものとなっています。当社はその先行開発エリア「Class-A地
区」の第１期エリアにおいて、昨年９月より電力インフラ工事の施工にあたっています。
　現場は、砂ぼこりがひどく気温が４０度近くまで上昇するなど大変厳しい作業環境であり
ます。従来ミャンマーでは配電工事の作業は人力に頼っている部分がほとんどでしたが、今
回は日本国内で使用している当社の工事用車両（高所作業車、穴掘り建柱車、架線車）を同
国に持ち込み、当社社員がミャンマー人作業員に細かい操作や使用方法のコツなどを指導
しながら、効率的でかつ安全な作業を実施しています。
　今後も当社は東南アジアを中心に地域への密着を進め、当社の事業基盤の強化を図って
まいります。

買取請求 買増請求
ご所有の単元未満株式を、当社が市場価格にて買取
らせていただくお手続きです。

株式を当社から買い増していただき、ご所有の株式
数を単元株とするお手続きです。

株主メモ

（注）平成27年7月1日付で、1,000株から
100株に変更いたします。
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。
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